
【予定されているプログラム】 
１．事例の概要説明 
２．「相続株式を発行会社に譲渡した際のみなし配当課税の特例（措法9の7）」の概要と適 
  用要件 
３．当該特例と相続時精算課税制度や納税猶予制度を利用して取得した未上場株式との 
  適用可否 
４．本特例と併せて相続財産に係る譲渡所得の課税（取得費加 
  算の特例）」（措法39）の適用可否と内容 
５．もともと保有していた非上場株式と同じ銘柄を相続・贈与で 
  取得した際の、上記特例適用のための譲渡の順番 
６．法人側の税務処理 
７．顧客への説明や実際の適用検討の際の留意点、他 
 

ＪＰＢＭ（一般社団法人日本中小企業経営支援専門家協会）  
 担当：若松、山形、佐伯  
 ＴＥＬ：03-3253-4711  ＦＡＸ：03-3526-3051 

↑↑ ＦＡＸ： ０３－３５２６－３０５１ info@jpbm.or.jp ↑↑ 

●形 式 ：  WEB会議システムにて開催します。（ＺＯＯＭ予定） 
         ※下記お申込書のＥ-ｍａｉｌ宛に開催日午前中に研修使用のＵＲＬをお送りします。そちらをクリッ 
           クしてご参画ください。   

●お問合せ： 

●参加費 ： 

貴事務所名 

お名前 

平成      年      月      日 

電話 

FAX 

E-mail 

【開催概要／お申込書】 

お客様の個人情報は、協会事業（情報提供事業、教育・研修事業、経営支援事業 等）の提供のため利用します。また、前述利用目的の達成に必要な範囲での、個人情報の第三者への提供を行います。 
なお「個人情報保護方針」につきましては、弊会ホームページをご覧下さい。   http://www.jpbm.or.jp/outline_jpbm10.php 

@ 

お申込み 

無料（「2020資産承継／春号 №１２」をご用意ください） 

事業承継・相続関連の顧客対応の中で、実務上、課題となる論点をピック
アップして質疑応答を中心に検討を加えます。是非ご活用ください。 

【日時】２０２０年９月３日（木）１６：００～１７：１５ 
【形式】WEB会議システム利用（ZOOM予定） 

野村資産承継研究所 
副主任研究員・税理士 
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業・資産承継を中心としたコン
サルティングを長年経験。
2017年野村資産承継研究所
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シニア・プライベートバンカー、
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■事例検討：事業承継・相続の実務課題 

「相続株式を発行会社に譲渡した際の 
    みなし配当課税の特例をめぐって」 

会員研修 

  ※（「資産承継」2020春号No.12をサブテキストとして使用しますの 
    でご持参・ご用意願います ／6月17日に会員事務所様に郵送し 
    ております） 

会員各位            2020.8.7 協会発第20013号 
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